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個別労働紛争相談のトップは？
　厚生労働省から、平成 24 年度の

個別労働紛争解決制度の施行状況

が公表されました。

　年々増加傾向にあった「いじめ・

嫌がらせ」での相談がさらに増え、

今年は初めて「解雇」を抜いて、トッ

プになりました。御社の「パワハラ」

対策は大丈夫ですか？

①平成 24 年度の相談、助言・指導、あっせん件数

②平成 24 年度の状況のポイント

③あっせんとは例えばどんなもの？

総合労働相談件数

民事上の個別労働紛争相談件数

助言・指導申出件数

あっせん申請受理件数

106 万 7,210 件

25 万 4,719 件

1 万 0,363 件

6,047 件

・総合労働相談件数は、5 年連続で 100 万件を超えており、民事

上の個別労働紛争に係る相談件数は、高止まりである 

・『いじめ・嫌がらせ』に関する相談は、増加傾向にあり、51,670 件、

民事上の個別労働紛争相談の中で最も多かった

※『いじめ・嫌がらせ』には、職場のパワーハラスメントに関

　するものを含む

・助言・指導申出件数は、制度施行以来増加傾向にあり、初めて

1 万件を超え、過去最多

・助言・指導は１か月以内に 97.4％、あっせんは２か月以内に

93.8％と、迅速な処理が多かった

申請人は、採用されてから現在に至るまで、職場の

上司より暴言、差別等を受けており、精神的に限界

状態にある

このため、暴言等により体調を崩し退職せざる得な

いことから、50 万円の慰謝料の支払いを求めたい

としてあっせん申請したもの

あっせん委員が双方の主張を聞き、調整を図ったと

ころ、当事者間の歩み寄りにより、解決金として 

20 万円を支払うことで合意が成立し、解決した

事案の概要 

あっせんの

ポイント・

結果 

職場の上司によるいじめ・嫌がらせ（暴言等） の例

（厚生労働省発表の事案）

「パワハラ」の予防は、社員全員が「何がパワハラか」を理解すること

からです。定期的に研修を行うことなどが有効です。また、労働契約や

就業規則の内容に不備や矛盾があるとさまざまな紛争の火種となりま

す。不安な方は、お気軽にご相談ください。

か
か
わ
り
の
デ
ザ
イ
ン

報
わ
れ
な
い
感

上
司
の
支
援
が
カ
ギ

報
わ
れ
て
い
る
感
が
予
防

報

Pick Up

に
、
言
葉
や
態
度
・
表
情
な
ど

が
キ
ツ
い
と
、
受
け
る
側
が
落

ち
込
み
、
自
信
を
失
い
、
自
分

の
居
場
所
が
な
く
な
る
と
感
じ

る
等
の
悪
影
響
が
あ
る
だ
け
で

な
く
、
周
囲
の
人
間
に
も
波
紋

が
広
が
る
お
そ
れ
が
あ
り
ま

す
。
そ
の
た
め
、
成
果
が
出
せ

な
か
っ
た
り
失
敗
し
た
り
し
て

も
、
努
力
や
懸
命
さ
、
背
景
や

状
況
な
ど
を
考
慮
し
た
り
、
今

後
に
目
を
向
け
た
り
す
る
「
内

省
支
援
」
を
意
識
し
た
か
か
わ

り
に
よ
っ
て
支
援
す
る
姿
勢
が

求
め
ら
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
若
手
・
中
堅
社
員
の

た
め
に
な
り
そ
う
な
他
部
門
の

上
位
者
を
引
き
合
わ
せ
て
あ
げ

た
り
、
意
図
的
に
社
内
で
の
か

か
わ
り
先
を
デ
ザ
イ
ン
し
た
り

す
る
こ
と
で
、
孤
立
・
孤
独
感

の
解
消
や
軽
減
、
相
談
相
手
や

情
報
入
手
先
の
仲
介
役
な
ど
の

創
出
に
も
つ
な
が
り
、
心
身
の

健
康
面
だ
け
で
な
く
、
成
果
に

も
結
び
付
く
こ
と
が
期
待
で
き

ま
す
。
上
司
の
、
職
場
内
で
の

相
互
学
習
を
促
す
場
や
雰
囲
気

づ
く
り
、
多
様
な
人
材
を
経
由

し
て
間
接
的
に
支
援
す
る
か
か

わ
り
方
も
、
有
効
で
あ
る
可
能

性
が
高
い
と
言
え
ま
す
。

　

株
式
会
社
富
士
ゼ
ロ
ッ
ク
ス

総
合
教
育
研
究
所
の
竹
内
理
恵

さ
ん
に
よ
る
と
、
職
場
に
お
け

る
「
報
わ
れ
な
い
」
と
は
「
期

待
役
割
以
上
の
仕
事
量
や
責
任

が
与
え
ら
れ
て
果
た
せ
た
、
あ

る
い
は
目
標
設
定
以
上
の
仕
事

を
達
成
で
き
た
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
そ
れ
相
応
の
評
価
が
さ
れ

な
か
っ
た
り
、
頑
張
り
が
認
め

ら
れ
な
い
な
ど
」「
使
用
者
、

つ
ま
り
企
業
・
組
織
側
の
求
め

る
期
待
役
割
に
対
す
る
成
果
等

を
労
働
契
約
に
沿
っ
て
労
働
者

が
提
供
し
て
も
報
わ
れ
な
い
場

合
」
と
し
て
い
ま
す
。
そ
し
て
、

「
少
数
精
鋭
で
業
務
を
遂
行
す

る
企
業
・
組
織
が
増
え
て
い
る

中
、
周
囲
に
聞
き
づ
ら
い
場
合

が
あ
る
か
も
し
れ
ま
せ
ん
。
し

か
し
、
１
人
で
抱
え
込
み
、
ア

ウ
ト
プ
ッ
ト
が
出
せ
ず
、
会
社

の
期
待
役
割
に
応
え
る
こ
と
が

で
き
な
い
結
果
、『
報
わ
れ
な

い
感
』
を
積
み
重
ね
，
健
康
障

害
に
至
る
こ
と
を
考
え
れ
ば
、

周
り
に
配
慮
し
つ
つ
も
、
自
ら

意
識
的
に
相
談
す
る
こ
と
」「
同

時
に
、
個
人
が
意
識
的
に
周
囲

と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
取

れ
る
よ
う
な
、
企
業
・
組
織
ま

た
は
職
場
単
位
で
の
か
か
わ
り

を
デ
ザ
イ
ン
す
る
工
夫
も
大

切
」
と
指
摘
し
て
い
ま
す
。

　

同
社
の
「
人
材
開
発
白
書
」

に
よ
れ
ば
、
若
手
・
中
堅
社
員

は
「
業
務
支
援
」「
内
省
支
援
」

「
精
神
的
支
援
」
の
３
つ
の
か

か
わ
り
を
得
て
い
る
と
き
に
成

長
感
や
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
抱

く
そ
う
で
す
。
業
務
に
必
要
な

知
識
や
ス
キ
ル
を
与
え
て
も

ら
っ
た
り
、
仕
事
の
手
助
け
を

し
て
く
れ
る
等
が
「
業
務
支

援
」、
自
分
自
身
を
振
り
返
る

機
会
を
与
え
て
く
れ
た
り
、
自

己
を
変
容
す
る
き
っ
か
け
を
与

え
て
く
れ
る
等
が
「
内
省
支
援
」

で
、
精
神
的
な
安
ら
ぎ
を
与
え

て
く
れ
る
等
が
「
精
神
的
支
援
」

で
す
。
特
に
、
高
い
成
長
を
実

感
し
て
い
る
若
手
・
中
堅
社
員

は
「
内
省
支
援
」
を
多
く
得
て

い
る
そ
う
で
す
。

　

職
場
で
影
響
力
の
あ
る
人
物

か
ら
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
の
際



受動喫煙防止対策助成金制度が拡大

　今までは、旅館業、料理店、飲食店に

限定されていた「受動喫煙防止対策助成

金」ですが、対象範囲が、「業種を問わ

ず全ての中小企業事業主」に拡大されま

した。

受動喫煙防止のためにオフィスの工事を

検討される際などに、活用することがで

きます。

改正のポイント

改正後の制度概要

①対象事業主

②助成の対象となる費用

③助成率・交付額

・旅館業、料理店、飲食店に限定する要件を削除（対象事業主をすべての

業種の中小企業事業主に拡大）

・助成率を、喫煙室の設置費用の４分の１から「２分の１」に引き上げ

・労災保険の適用事業主であること

・中小企業事業主であること

一定の要件を満たす喫煙室の設置に必要な経費

※工事の着工前に「受動喫煙防止対策助成金交付申請書」を所轄都道

　府県労働局長に提出し、あらかじめ交付決定を受ける必要があります

喫煙室の設置等などに係る経費のうち、工費、設備費、備品費、機械

装置費などの２分の１ ( 上限 200 万円 )

業　　　種 資本金の規模常時雇用する
労働者の数

卸売業

小売業

サービス業

上記に該当しない業種

100 人以下

50 人以下

100 人以下

300 人以下

１億円以下

5,000 万円以下

5,000 万円以下

３億円以下

非喫煙者・喫煙者の双方に有益な情報だと思い

ます。助成金を活用できるこの機会に、喫煙室

の設置を考えてみてはどうでしょうか？

助成金の対象となる喫煙室の要件、申請手続き

等の詳細について、お気軽にご相談ください

職
場
で
の
熱
中
症
予
防
対
策

熱
中
症
に
よ
り
21
人
死
亡

押
さ
え
て
お
く
べ
き
ポ
イ
ン
ト

対
策
グ
ッ
ズ
の
活
用

　

厚
生
労
働
省
が
ま
と
め
た
昨

年
（
平
成
24
年
）
の
「
職
場
で

の
熱
中
症
に
よ
る
死
亡
災
害
の

発
生
状
況
」
に
よ
る
と
、
職
場

で
の
熱
中
症
に
よ
る
死
亡
者
は

21
人
で
、
依
然
と
し
て
多
く
の

方
が
亡
く
な
っ
て
い
ま
す
。
ま

た
、
死
亡
し
た
21
人
の
う
ち
18

人
に
つ
い
て
は
、Ｗ
Ｂ
Ｇ
Ｔ
値

（
暑
さ
指
数
）
の
測
定
を
行
っ

て
い
な
か
っ
た
こ
と
が
明
ら
か

と
な
っ
た
そ
う
で
す
。

　

業
種
別
に
み
る
と
、「
建
設

業
」「
製
造
業
」
で
、
前
年
よ

り
死
者
数
が
増
え
て
い
ま
す
。

ま
た
、昨
年
は
「
７
月
」
と
「
８

月
」
に
集
中
的
に
発
生
し
、
死

亡
災
害
の
57
％
が
「
高
温
多
湿

な
環
境
で
の
作
業
開
始
か
ら
２

日
以
内
」
と
い
う
短
期
間
で
発

生
し
て
い
た
と
の
こ
と
で
す
。

　

熱
中
症
に
つ
い
て
押
さ
え
て

お
く
べ
き
ポ
イ
ン
ト
と
し
て
は
、

次
の
よ
う
な
こ
と
が
挙
げ
ら
れ

ま
す
。

◎
建
設
、
製
造
、
運
輸
交
通
、

　

貨
物
で
発
生
割
合
が
高
い

◎
熱
中
症
に
な
る
と
半
数
は

　

４
～
７
日
の
休
業

◎
40
歳
代
の
割
合
が
も
っ
と
も

　

高
く
、
次
い
で
50
歳
代
、

　

60
歳
代

◎
経
験
年
数
が
１
年
未
満
の

　

労
働
者
の
被
災
が
多
い

◎
全
体
の
約
３
分
の
２
が
労
働

　

者
数
50
人
未
満
の
事
業
場
で

　

発
生

◎
ど
の
時
間
帯
で
も
発
生
す
る

　

が
ピ
ー
ク
は
15
時

◎
気
温
30
℃
以
上
で
の
被
災
が

　

多
い

◎
Ｗ
Ｂ
Ｇ
Ｔ
値
（
暑
さ
指
数
）

　

が
25
度
以
上
31
度
未
満
で
の

　

発
生
が
大
半

　

熱
中
症
の
危
険
性
が
わ
か
る

簡
易
な
熱
中
症
計
、
内
部
の
温

度
が
上
が
り
に
く
い
ヘ
ル
メ
ッ

ト
、
冷
却
材
を
入
れ
ら
れ
る
ベ

ス
ト
な
ど
、
熱
中
症
対
策
グ
ッ

ズ
も
い
ろ
い
ろ
と
出
そ
ろ
っ
て

き
た
よ
う
で
す
。

　

今
年
の
夏
は
、
平
年
よ
り
気

温
が
高
く
な
る
こ
と
が
見
込
ま

れ
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
対
策

グ
ッ
ズ
の
活
用
と
併
せ
て
、
作

業
環
境
の
見
直
し
、
従
業
員
の

健
康
管
理
の
指
導
、
管
理
監
督

者
に
よ
る
巡
視
の
強
化
な
ど
の

労
務
管
理
を
徹
底
し
、
こ
の
夏

を
乗
り
切
り
ま
し
ょ
う
。



高
年
齢
者
の
雇
用
確
保
の
課
題

高
年
法
の
実
態
と
影
響

若
年
者
の
採
用
に
影
響

老
後
難
民
予
備
軍

　

三
菱
Ｕ
Ｆ
Ｊ
リ
サ
ー
チ
＆

コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
株
式
会

社
が
行
っ
た
調
査
に
よ
る
と
、

回
答
し
た
342
社
の
う
ち
92
％

が
高
年
齢
者
雇
用
確
保
措
置

と
し
て
「
再
雇
用
」
を
選
択

し
て
お
り
、「
勤
務
延
長
」「
定

年
延
長
」「
定
年
廃
止
」
を
選

択
す
る
会
社
は
少
数
で
し
た
。

　

調
査
で
は
高
年
齢
者
の
勤

務
形
態
や
担
当
職
務
、
処
遇

に
つ
い
て
も
質
問
し
て
い
ま

す
が
、
勤
務
形
態
は
68
％
が

「
フ
ル
タ
イ
ム
」、
担
当
職
務

は
56
％
が
「
ケ
ー
ス
バ
イ
ケ
ー

ス
」
と
す
る
一
方
、
37
％
が
「
原

則
と
し
て
定
年
前
と
同
じ
」

で
し
た
。
再
雇
用
後
初
年
度

の
給
与
水
準
は
、
58
％
が
「
定

年
前
の
５
～
８
割
」、
64
％
が

「
２
年
度
目
以
降
も
同
水
準
」

と
し
て
い
ま
し
た
。

　

な
お
、
改
正
高
年
齢
者
雇

用
安
定
法
へ
の
対
応
の
影
響

と
し
て
34
％
が
「
若
手
の
採

用
抑
制
」
を
挙
げ
、
22
％
が
「
若

手
・
中
堅
の
賃
金
抑
制
」
を

挙
げ
て
い
ま
す
。

　

東
京
都
が
平
成
24
年
９
～

11
月
に
行
っ
た
調
査
に
よ
る

と
、「
高
齢
者
の
雇
用
確
保
が

若
年
者
の
雇
用
に
悪
影
響
を

及
ぼ
す
」
と
回
答
し
た
割
合

は
、
60
代
で
25
％
に
対
し
、

20
代
で
は
42
％
と
、
世
代
間

で
ギ
ャ
ッ
プ
を
生
じ
ま
し
た
。

　

ま
た
、「
若
年
者
の
採
用
を

抑
制
せ
ざ
る
を
得
な
い
」
と

回
答
し
た
企
業
の
割
合
が
、

従
業
員
数
千
人
以
上
で
は

26
％
に
対
し
、
従
業
員
数
100

～
299
人
で
は
40
％
と
、
規
模

の
小
さ
い
会
社
ほ
ど
若
年
者

の
採
用
へ
の
影
響
が
大
き
い

こ
と
が
わ
か
り
ま
し
た
。

　

フ
ィ
デ
リ
テ
ィ
退
職
・
投

資
教
育
研
究
所
が
20
～
50
代

の
男
女
（
約1

万
千
五
百
人
）

に
行
っ
た
調
査
に
よ
る
と
、

定
年
後
の
生
活
資
金
に
必
要

な
金
額
の
平
均
は
三
千
十
六

万
円
で
し
た
が
、
こ
の
金
額

を
「
準
備
で
き
る
」
と
回
答

し
た
の
は
10
％
で
、「
少
し

足
り
な
い
ま
で
は
準
備
で
き

る
」
と
の
回
答
も
25
％
で
し

た
。

準
備
で
き
て
い
る
額
の
平
均

は
六
千
二
百
七
十
六
万
円

で
、「
０
円
」
と
の
回
答
は

40
％
あ
り
、
定
年
に
最
も
近

い
50
代
男
性
で
も
28
％
が

「
０
円
」
と
回
答
し
て
い
ま

す
。

均 691 万円（同 0.3％増）、貯蓄年収比は 178.4％（同 0.6

ポイント低下）となっています。

　なお、2 人以上の世帯について、貯蓄高の階級別世帯

分布をみると、前記の平均値（1,658 万円）を下回る世

帯が約 3 分の 2（67.2％）を占めており、世帯分布は貯

蓄高の低い階級に偏っていることがわかります。

　貯蓄高が 100 万円未満の世帯の割合は 10.6％で、前年

比で 0.6 ポイント低下となっています。このうち勤労者

世帯についてみると、貯蓄高 100 万円未満の勤労者世

帯の割合は 12.8％、前年比で 0.2 ポイント低下となって

います。

　貯蓄の種類別に１世帯当たりの貯蓄高をみると、２

人以上の世帯では「定期性預貯金」が 724 万円（43.7％）、

「生命保険など」が 365 万円（22.0％）、「通貨性預貯金」

が 336 万円（20.3％）、「有価証券」が 193 万円（11.6％）、「金

融機関外」が 40 万円（2.4％）となっています。

　総務省が実施した平成 24 年の「家計調査（貯蓄・負

債編）」の結果が 5 月中旬に公表されました。これによ

ると、2 人以上の世帯の１世帯当たりの貯蓄高（平成

24 年平均値）は 1,658 万円（前年比 0.4％減）だったそ

うです。また、年間収入は平均 606 万円（同 1.0％減）で、

貯 蓄 年 収 比（貯 蓄 高 の 年 間 収 入 に 対 す る 比 率）は

273.6％（同 1.7 ポイント上昇）となりました。

　これ以外にも気になるデータが明らかになっていま

すので、詳しく見てみましょう。

　2 人以上の世帯のうち勤労者世帯（2 人以上の世帯に

占める割合は 51.9％）では、貯蓄高は平均 1,233 万円で、

前年とほぼ同水準でした。勤労者世帯の年間収入は平

１世帯当たりの貯蓄額は？
1 世帯当たりの貯蓄額は

勤労者世帯ではどうか

平均値を下回る世帯が約 3分の 2

貯蓄の種類は

・健保・厚年の報酬月額算定基礎届の提出
・労働保険料概算・確定申告書の提出
・労働保険料の納付
・労災保険一括有期事業報告書の提出
・一括有期事業開始届の提出（建設業）
　主な対象事業：概算保険料 160 万円未満でかつ請負金額
　が 1 億 9000 万円未満の工事
・6 月分の源泉所得税、住民税特別徴収税の納付
・特例による源泉徴収税の納付 (1 月～ 6 月分 )

・障害者雇用状況報告書、高年齢者雇用状況報告書・
  外国人雇用状況報告書の提出期限
・所得税予定納税額の減額申請

・労働者死傷病報告書の提出
・6 月分の健康保険料、厚生年金保険料の納付
・所得税の予定納税額の納付
・5 月決算法人の確定申告・11 月決算法人の中間申告
・8 月・11 月・翌年 2 月決算法人の消費税の中間申告

7/10

7/15

7/31

お仕事カレンダー



代表取締役　上田　正順

被保険者の標準報酬月額は、実際に受けた報酬にあわせて毎年 9 月に

決定し直されます。事業主の方は、7 月 1 日現在で使用している全被

保険者の 3 か月間（4 ～ 6 月）の報酬月額を「算定基礎届」により届

出します。決定し直された標準報酬月額は、原則 1 年間（9 月から翌

年 8 月まで）は固定され、納めていただく保険料額の計算や将来受け

取る年金額等の計算の基礎となりますので、不安な方はお気軽にご相

談ください。

〒862-0949  熊本市中央区国府 1-13-5  2Ｆ
TEL  ：096-211-6055　FAX：096-211-6065
URL：http://brainstar.jp

算定基礎届の提出月です

6 月 15 日は弊社　池田の結婚披露宴でした。

ブレインスター社員一同、お祝いの席に参列

いたしました。ご両親やご友人をはじめ、参

列したすべての人が心から祝福している、と

ても和やかで楽しい披露宴でした。仕事のと

きとは、また違う素敵な一面を見せてもらい

ました。

お２人末永く幸せに明るい家庭を築いていた

だきたいと思います。

奥様はとてもしっかりした素敵な方です。今

後、仕事の上でも、より一層の活躍が期待で

きると思いますので、どうか皆様これからも

温かく（時には厳しく…）ご指導ください。

池田さんおめでとう！！

Happy WeddingHappy Wedding


